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議事録

件名： 契約監視委員会（2014 年度第 4 回）

日時： 2015 年 2 月 20 日 （金曜日） 14：00 ～ 15：50

場所： JICA 本部 228 会議室

委員： 関口 典子

木村 琢麿

中久保 満昭

     伊藤 隆文

（欠席）

川上 照男

関口公認会計士事務所（公認会計士）

千葉大学大学院専門法務研究科（教授）

あさひ法律事務所（弁護士）

国際協力機構 監事

有限会社オフィス・あさひ代表取締役

UHY 税理士法人代表パートナー（公認会計士）

JICA： 小寺理事、調達部（事務局）井倉部長他数名

総務部、企画部、社会基盤・平和構築部、産業開発・公共政策部、人間開発部、農村開発部、

東南アジア・大洋州部、アフリカ部、資金協力業務部、評価部、東北支部、北陸支部 各数

名

議題： コンサルタント等契約及び研修委託契約の一者応札・応募に係る個別点検（2013年度契約）

    2015 年度の契約監視委員会の運営について（案）

    第 2 回契約監視委員会にかかる追加説明

議事概要：

１．コンサルタント等契約及び研修委託契約の一者応札・応募に係る個別点検（2013年度契約）

本委員会における点検対象契約 10 件（別添資料１参照）の点検結果及び質疑応答は以下のとおり。

No.1 ベトナム国主要都市鉄道情報収集・確認調査

委員：同分野にノウハウを持つ企業は多数あると推察されるが、なぜ一者応募となったのか。

機構：関心表明は 7 者のうち 4 者が共同企業体を結成したことが要因。応募しなかった者のうち、2

者については、業務期間の長さや対象分野が多岐に渡ることなどから応募を見送ったとのこと

であった。近年鉄道関連事業が世界的に増加傾向であり、業界全体として人材確保の対応が遅

れていることが主要因と考えている。

委員：長期的に案件が増加傾向ということであれば、案件情報シートにあるようなプレ公示等の案件

ごとの短期的な対策だけでなく、人材育成などで長期的に需給バランスを改善していくことが

必要ではないか。

機構：ご指摘の通り、増加傾向は続く見込みであり、リソース不足が根本的な要因であることは明ら

かである。人員育成・確保を業界等に働きかけていく必要があると考えている。

委員：今回の対象案件の講ずる対策として、本件も含めて、全く同一の文言で同一の対策が記載され

ているものが多いが、今説明されたような案件ごとの個別の理由に着目した対策を記載すべき

ではないか。そうでなければ、わざわざ委員会を開催して議論する意味がない。

委員：同時期に JICAが発注した類似の案件はあるか。また、それらは一者応募か。

機構：近隣国では、ミャンマーにおいて 2 件の鉄道分野の発注を行っている。１件は一者応募だが、

もう 1 件は 2 者の応募があった。

委員：他の案件の応募状況から、リソースの不足についてはある程度予想できたのではないか。その
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ための対策はしていたのか。

機構：本件の場合はそのような状況を踏まえた業務説明会等は実施していない。今後は実施していく

必要があると考えている。

委員：講ずる対策「意見交換会」は、いつ、どのような内容で実施することを想定しているか。

機構：今後１、2 年の間に実施が想定される案件を予め説明することにより、各社がリソース配分を

事前に検討・準備できるようにするといったことが考えられる。

委員：本件において求めている専任技術者というのは、どのようなレベルの技術を要求しているのか、

追って教えていただきたい。

No.2  カンボジア国高速道路計画策定にかかる情報収集・確認調査(高速道路制度設計)

委員：業務従事者が１名であるにも拘らず、「他案件との調整で人材を確保できなかった」という声

があったのはなぜか。

機構：本件に係る業務実施契約（単独型）を 2 件同時に公示した。もう１件は複数応募となっており、

そちらに応募した者からのヒアリング結果として、そのような意見があった。

委員：2 件の 時期をずらすことはできなかったのか。

機構：同時期に 2 者が協力しながら調査をする必要があったため、困難である。

委員：１件にまとめて業務従事者を 2名にする方法もあったのではないか。

機構：本件については、2 件に分けた方が受注実績の少ない業者にとっては応募しやすいであろうと

の判断があり、結果として１件は一者応募、もう１件は複数応募となった。競争性向上の観点

からどちらが望ましいのかは一概には言えない。

委員：道路関係のコンサルタントであれば、国内には多数存在すると思われるが、こうした案件には

応募しないのか。

機構：ご指摘の通り国内企業としては多数あるが、海外、特に途上国で仕事をする意思があるかとい

う要素でかなり絞られてしまう。

委員：対策として意見交換会が挙げられているが、仮に本件で意見交換会を実施するとした場合、ど

のような調達予定時期に関すること以外の情報は提供しないのか。

機構： 例えば鉄道分野のリソースの状況、どのような案件・仕様であれば応募しやすいのか等の意

見交換を行いつつ、今後の発注ボリュームの傾向等の情報も提供していきたい。ただし、先々

の情報提供が逆に競争を阻害しないよう、細心の注意は必要。

委員：情報の提供の仕方に注意が必要ということは理解するものの、JICAの業界に対する感度がやや

弱いとの印象を持っている。情報をよりオープンにして、分野全体の企画立案に業界の代表者

を参加させるような方法も検討できるのではないか。

機構：まさに今後ご提案のような事が必要だと考えている。特に、オールジャパンでぜひ売り込みた

いというような事業を作っていくためには、事前に業界や学会も含めて十分に議論をした上で、

事業の進め方を決めていくことが必要になってくると思われる。一方で、特に鉄道などの大規

模な案件については、外交日程上そのようなスケジュール調整が困難な事案もある。

委員：事前の情報提供や意見交換を密にしていけば、そのような外交日程等の突発性にもある程度対

応できるのではないかと考えている。いずれにしても、情報シートに記載されているような定

型の対策だけでなく、抜本的な改善を含めて検討いただきたい。

No.3  アンゴラ国稲作開発プロジェクト（第 1年次）

委員：本件は 5 年間の業務のうちの第１年次の契約と理解しているが、2 年次以降は再度競争を行う

のか。

機構：2 年次以降は特に問題がなければ１年次の業者との随意契約となる。

委員：長期間人員を確保するのが難しいというのが一因と思われる。毎回同様の議論が出ているが、
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例えば2年と3年で分けるなど期間を短くすれば競争性が向上する可能性があるのではないか。

機構：プロジェクトの前半で蓄積した自然環境や現地住民の生活状況等に係る知見を後半で生かせる

ことなどから、同じコンサルタントが一気通貫で実施することが望ましいと考えている。

委員：期間で業務を分ける以外に、業務内容で分ける方法もあるのではないか。例えば施設の建設と

ソフト面の支援などを分けることは出来ないか。

機構：本件については、灌漑施設整備だけ切り分けると規模が小さくなりすぎ、かえって企業にとっ

ては魅力がない案件になってしまう可能性が高い。

委員：一つのコンサルタントが一貫して実施する方が効率的というのは、一般論としてよくわかるが、

それを踏まえてもより競争性を高める工夫の余地がないかを検証することが、本委員会の趣旨

である。本件に限らず、案件の性質に応じたできる限り個別具体的な理由を示していただけれ

ば、それなら仕方ない、と理解し得る。

No.4  カンボジア国カンダルスタン灌漑施設改修計画フォローアップ協力にかかる施工監理業務

委員：施工監理業務に先立つ設計業務の受注業者はどこか。

機構：3 者応募があり、施工監理業務と同じ業者が受注している。

委員：施工自体の受注業者はどこか。

機構：現地のコントラクターである。

委員：予想し得なかった自然条件があったため、瑕疵にはあたらないと判断し、新たな契約を結んだ

ということか。

機構：然り。

委員：仮に設備自体に不具合があった場合は、入札にかけずに元の施工監理業者に任せることになる

のか。

機構：然り。今回は無償資金協力本体における瑕疵の有無を第三者機関による調査も含めて検証した

結果、瑕疵は無かったとの判断から、新たに入札を行った。

No.5  ナイジェリア国オヨ州小学校建設計画準備調査

委員：本件に関しては、やはり治安の影響が大きいのか。

機構：然り。ナイジェリアでは、ボコ・ハラムの活動の影響で公示の 2か月前まで非常事態宣言が出

されており、地方部への立ち入りが禁止されていた。2013 年 5 月に外務省と JICA で実施した

安全確認調査の結果、オヨ州においては事業実施可能との 判断が為された。

委員：そのような状況で本契約相手方が応募できた理由は何か。

機構：同社は過去にも同国における無償資金協力本体や学校建設関連の調査の実績があり、比較的同

国の事情に明るかったことが主要因と考えられる。

委員：同国の案件はセクターに関わらず一者応札が多いのか。

機構：然り。2013 年度の業務実施契約（業務従事者が複数名のコンサルタント契約）では、3 件中 3

件が一者応募であった。

委員：無償資金協力本体の施工監理も同じ社が実施することになるのか。

機構：然り。通常であれば JICA の推薦により、準備調査を実施したコンサルタントに先方政府が発

注することになる。

委員：同国の建築基準は先進国で言うとどの国のものに近いのか。

機構：建築基準は、英国のものを基にしつつ、ナイジェリア独自の要素を加えた基準となっている。

委員：日本のコンサルタントであればそのような基準に対応できるのか。

機構：アフリカにおける類似業務の経験があるコンサルタントであれば基本的には対応は可能と思わ

れる。
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No.6  スーダン国ダルフール人材育成プロジェクトフェーズ２詳細計画策定調査

委員： 第 1フェーズと同様に JICA 直営としなかったのはなぜか。

機構： 第 1 フェーズは各担当分野のコンサルタントを業務実施契約（単独型）にて傭上し、チーム

を編成した。その結果、個々の能力に問題はないものの、チームとして一体的に成果を達成し

ていく上でやや問題があったという反省から、フェーズ２においては一つの業務実施契約にま

とめることとした。

委員：１社にまとめることで、チームワークが改善するものなのか。コンサルタントの調整能力がそ

こまで必要とされているのか

機構：本案件はスーダンのダルフールを対象としていることから、治安が不安定なことに加え、先方

政府の体制が非常に脆弱であり、不測の事態が発生しやすい状況である。そのような事態に連

絡調整や要員の交代等も含めて機敏に対応できるという点で、メリットは大きい。

委員：フェーズ１を JICA 直営にした理由は何か。

機構：現地ニーズを踏まえた結果、投入が徐々に増えていったという経緯があるものの、当初、フェ

ーズ１は本邦研修や派遣専門家１名と言った小規模な案件を想定していたことから、直営とし

た。

No.7  バングラデシュ国地方都市行政能力強化プロジェクト（第 1 年次）

委員：受注者は、行政に特化したコンサルタントではないと思われるが、研修等における指導は誰が

行っているのか。

機構： コンサルタント自身が実施している。

委員： コンサルタントに日本の行政の経験があるのか。

機構： 必ずしも日本の行政経験を持っているわけではない。現地に入って状況を把握し、相手方と

協議をしてその国の事情に応じた支援、計画づくりに向けた最適な回答を導く能力も必要であ

るため、コンサルタントによる実施が妥当と判断した。

委員：その説明であれば、日本の行政に係る経験を要求するのではなく、現地に張り付くことが出来

るコンサルタントであれば実施可能と言う印象をコンサルタントに与え、その結果が一者応札

になったのではないか。むしろ、行政分野の専門家をより多く派遣するような協力方法の方が

相手国の為になるのではないか。

機構：本件では 10 名のコンサルタント専門家を派遣している。

委員：日本の地方自治体の協力はないのか。

機構： 山口県に協力いただいている。

委員：本案件については、日本の自治体でも同様の悩みを抱えているところがあるので、そのような

自治体のリソースもうまく活用するような発想は持っていただきたい。

委員：本件に限った質問ではないが、競争への参加を見送った企業へのヒアリングはどのように実施

しているのか。

機構：JICA で標準的な質問票を用意しており、それに答えていただく形で実施している。

委員：大部分の案件で「他業務との兼ね合いで十分な人材を確保できなかった」という回答があるが、

この「他業務」というのが JICA の事業なのか、他者の発注する事業なのかがわからない。前

者であれば JICA が工夫すべきということになるが、後者は外部要因である。本委員会をより

有用なものにするために、JICA 側で今後工夫・改善の余地があるのかということが案件ごとに

わかるような分析をお願いしたい。

機構：承知した。今後、各案件の性格に照らして何が本当に問題であったのかがわかりやすい記述を

心掛ける。
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No.8  全世界平成 25年度案件別事後評価：パッケージⅡ－1（コスタリカ・メキシコ・ブラジル）

委員：事後評価の対象案件及び実施時期はどのように決まるのか。

機構：外部評価については、事業費 10 億円以上の案件は必須、2 億円以上 10 億円未満の案件は組織

的な教訓が得られると思われるものを抽出して実施している。実施時期は事業完成の 2 年又は

3 年後である。

委員：講ずる対策として、外部向け研修を挙げているが、未経験者でも研修を受講することにより本

件参入に必要な能力を得られるものか。

機構：2 週間の研修で評価士という資格の認定を行っているが、研修後すぐに一人で事後評価を行う

のは難しい。いくつかの事後評価案件に参加してもらい、OJT でノウハウを身に付けることを

想定している。併せて、そのような方が参加しやすいよう、評価者を絞りこんで裾野を広げる

努力をしている。

委員：講ずる対策「パッケージの規模を適正化する」とは、具体的にはどのようなことか。

機構：小規模企業は大型パッケージには応募しにくい一方で、大手企業は小規模パッケージ（例えば

2 人月で 12ヶ月）には効率性の問題もあり手が挙げにくい。現状では中規模案件が多いが、案

件ごとにリソースの状況を考慮し、適正な規模のパッケージにしていくことを想定している。

委員：新たに関心表明をした 10 社は、これまでに JICA 事業の経験がある社なのか。

機構：ほとんど経験のない社も含まれている。

委員：一者応募となった要因が他の案件と比べて分かり易く、審議しやすい。

No.9  平成 25 年度集団研修「医療機材管理・保守（C）」に係る研修委託契約

委員：東北で実施するのはなぜか。

機構：アフリカの先進的でない医療機材の使用方法に精通し、その保守管理を教えられる機関が非常

に限られていることと、従来より東北にそのような企業が存在していたことが主要因である。

ただし、今後医療の国際展開が増えていく中で、日本の医療機材を活用して途上国の医療を改

善しようという動きが出てきている。東北支部でも企業へのヒアリングを行っているが、本部

とも相談しつつ、改善に努めたい。

委員：東北支部の案件では、東北地方の企業に限定する必要があるのか。

機構：必須ではない。本件の類似案件についても、次回はできるだけ限定しない方向で検討したい。

委員：以前にも同様の改善提案をしてきているが進捗しているか。

機構：研修の実施地域を全体最適の観点から見直す検討は進んできている。一方で、JICA と共同のよ

うな形で研修を立ち上げ、非常にローコストで研修を受けて頂いている委託先も多く、簡単で

はない。

No.10  平成 25 年度国別研修「自動車リサイクルシステムの構築」に係る研修委託契約

委員：自動車リサイクル業自体は特殊な産業ではないと思われるが、なぜ北陸で実施をするのか。

機構：契約相手方は、自動車リサイクル業を循環型社会確立の為の静脈産業にしたいという経営方針

の基に先進的な取り組みを行い、ナイジェリアを含む 78 か国で合弁事業等を行っているユニ

ークな企業である。また、金沢市内に国際リサイクル教育センターという施設を持ち、リサイ

クル各金属の振り分け、再利用、自動車解体生産管理、安全衛生管理にかかる許認可申請、環

境保全管理等について各国からの人材に一元的に研修を実施できる体制を整えている

委員：案件 No.5 と同様にナイジェリア国が対象であるが、本件については、治安等の問題というよ

りは、契約相手方の持つ唯一無二のノウハウ・設備が一者応募の主要因という理解でよいか。

機構： 然り。

委員：他の国を対象に同様の事業を実施した例はあるか。

機構：2010 年に中南米向けの類似プロジェクトを実施し、本契約相手方が代表理事を務める全国自動
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車リサイクル事業者連盟（RUM アライアンス）が受注している。

２．その他

（１）2015年度の契約監視委員会の運営について（案）

事務局より別添資料 2 に基づき平成 26 年度契約監視委員会の運営方針（案）を提案し、了承いた

だいた。

（２）第 2回契約監視委員会にかかる追加説明

コンサルタント等契約において、「協力案件の延長、フェーズ２または中断後に再開した案件で、同

一コンサルタントの関与が必要」として特命随意契約とした契約について、コンサルタント業界へのヒ

アリング結果及び JICAの今後の対応（案）について、事務局より以下の通り説明した。

【ヒアリング結果】

・ 先行者の優位性として、再委託先、原材料調達先等についての情報、先方政府との人脈等が圧倒的

であり、コストをかけて先行者と競争しても勝つことが困難。

・ 構造計算・設計等については、先行者から途中で引き継ぐことが困難。また、継承者が瑕疵担保責

任を負う為、途中参入には極めて後ろ向き。

・ 先方政府は先行者以外に機微な情報を出したがらない傾向があり、コンサルタント交替は歓迎され

ない。

・ 先行案件が基礎情報収集段階で中断している、災害等により現地状況が大きく変わり先行者であっ

ても初期段階からの再調査が必要な業務であれば、競争参入の可能性が有り得る。

【JICAの今後の対応（案）】

・ 当該継承案件を十分な詳細情報と共に競争に付した場合であっても、新規に参入するという経営判

断に至る可能性は低いことが確認された。

・ 今後とも競争性の確保に留意しつつ、競争性の無い随意契約の運用を図る。 他方、先行案件が初

期段階で中断した場合、あるいは災害等により現地状況が大きく変化し、先行者であっても初期段

階からの再調査が必要になる場合等においては、他の条件も考慮しつつ競争に付す可能性を検討す

る。

・ 初期段階で案件の性質等によっては競争成立の可能性があることも改めて確認されたことから、今

後とも、個別の事業の性質等を総合的に勘案し、競争に付すべきかどうかにつき判断していくこと

とする。

これに対して委員からは、以下の意見がなされた。

・ 具体的にどんな事業を念頭においてヒアリングしているのか、必ずしも明らかでない。今回ヒアリ

ング対象とした事業のうち、たとえば道路橋梁案件については事業者に固有のノウハウがあるかも

しれないが、施設建築については建築基準が殆ど万国共通で、事業継承にそれほど障害があるとは

思えない。以前、技術基準が事業者によってまちまちであることが事業継承の困難性の理由である

と説明されていたが、今回のヒアリング結果は、専らコストの観点から、一般論として困難である

という事業者側の経営判断と理解できる。
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・ 事業継承の困難な理由として、継続事業者でないと先方政府から機微な情報を引き出すのが困難で

あるという理由が挙げられているが、こうした役割は基本的に JICA の役割として整理されている

のではないか。そうした JICA の関与が高まることによって、事業の継承可能性が高まるのではな

いか。

・ JICA の今後の対応（案）のうち、“災害等により現地状況が大きく変化し”というところは、その

ような場合でなくとも、事業の性質によっては一部の状況・条件等が変われば事業者交替の可能性

はあるので、前提をいたずらに限定せず、総合的判断となるようにしていただきたい。

以 上

別添資料：

１．コンサルタント等契約及び研修委託契約の一者応札・応募に係る個別点検（2013年度契約）

２．2015 年度の契約監視委員会の運営について（案）

















































2015 年 2 月 20 日

独立行政法人国際協力機構

2015 年度契約監視委員会

運営方針（案）

１．審議対象事項

（１）競争性のない随意契約の点検

 2014 年度の競争性のない随意契約の点検（任意抽出）

（２）競争性の確保（一者応札・応募の削減）

 2 回連続で一者応札・応募となった契約（2014 年度及び 2015 年度）（総務省

指示事項）

 2014 年度のコンサルタント契約のうち特命随意契約及び一者応札・応募とな

った契約の点検

 2014 年度の研修委託契約のうち特命随意契約及び一者応札・応募となった契

約の点検

（３）各種報告

 契約実績（2014 年度、2015 年度上半期の随意契約、一者応札・応募）

２．開催予定（案）

開催予定（時期） 審議／報告対象事項（案）

第１回

（6月上旬）

 2014 年度の総括／2015 年度の作業計画の承認

 一者応札・応募／総務省指示事項（2014 年度契約）

 2014 年度の契約実績報告（随意契約、一者応札・応募）

第２回

（9月上旬）

 競争性のない随意契約の点検（2014 年度契約）

第３回

（12月上旬）

 一者応札・応募／総務省指示事項（2015 年度契約）

 2015 年度上半期の契約実績（随意契約、一者応札・応募）

第４回

（2月下旬）

 コンサルタント等契約及び研修委託契約の点検（競争性のな

い随意契約及び一者応札・応募となった契約）

 次年度方針の確認

以上

資料 2


